
 

 

大 分 県 鉱 工 業 指 数 作 成 要 領 

（平成２７年基準） 

 

 

（１)  基準時 

  平成２７年を基準年とする。したがって、指数値は平成２７年の平均を１００．０とし

た比率で示され、ウエイトは平成２７年の大分県の産業構造によることとなる。 

 

 

(２)  分  類 

  分類は、原則として日本標準産業分類（第１３回改定）（平成２５年１０月統計基準設

定）に基づく業種分類と、採用品目をその用途により財別に格付けした特殊分類の２方法

による。 

 

 

  ア 業種分類 

        業種分類は、原則として平成２２年基準での分類を踏襲しているが、利用上の便

宜から若干の変更を行っている。具体的には、「繊維工業」を「その他工業」に

統合した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

    基本的な業種分類は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鉱 工 業   製 造 工 業    鉄 鋼 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  非 鉄 金 属 ・ 金 属 製 品 工 業 

  汎用・生産用・業務用機械工業 

  電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 工 業 

  電 気 ・ 情 報 通 信 機 械 工 業 

  輸 送 機 械 工 業 

  窯 業 ・ 土 石 製 品 工 業 

  化 学 ・ 石 油 製 品 工 業 

  プ ラ ス チ ッ ク 製 品 工 業 

  パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 工 業 

  食 料 品 工 業 

  そ の 他 工 業 

 

 

 

 

 

 

  繊 維 工 業 

  家具・木材・木製品工業 

  印 刷 業 

  そ の 他 製 品 工 業 

 

 

  鉱   業 



 

 

  イ 特殊分類 

        特殊分類は、鉱工業の採用品目を経済的な用途により分類したものであり、その

      体系及び定義は次のとおりである。 

 

鉱工業    最終需要財    投 資 財    資 本 財 

 

 

 

 

 

   建 設 財 

  消 費 財    耐 久 消 費 財 

 

   非耐久消費財 

 

  生 産 財 

 

 

 

 

     分   類 

 

                定         義 

 

 

最 終 需 要 財 

 

 

 鉱工業又は他の産業に原材料として投入されない最終製品。 

 ただし、建設財を含み、企業消費財を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 投 資 財 

 

 資本財と建設財の合計 

 

 

 

 

 

 資 本 財 

 

 主として家計以外で購入される財で耐用年数１年以上の財 

 

 建 設 財 

 

 建築用と土木用の合計 

 

 消 費 財 

 

 主として家計で購入される財 

 

 

 

 

 

 耐 久 消 費 財 

 

 耐用年数１年以上で比較的購入単価が高い製品 

 

 非 耐 久 消 費 財 

 

 耐用年数が１年未満、又は比較的購入単価が安い製品 

 

 

生 産 財 

 

 

 

 鉱工業及び他の産業に原材料として投入される製品。ただし 

 輸出用の中間生産物、企業消費財を含み、建設財を除く。 

 

                                                

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

(３)  採用品目 

    採用品目は、基準年における付加価値の大きなものから、業種ごとに重要性、代表性、

 系列の信頼性、資料収集及び調査継続の可能性、地域の特殊性などを考慮して選定した。

 生産及び出荷指数の採用品目数は１０６品目、在庫指数の採用品目数は６０品目である。 

 

(４)  指数の算式 

    総合算式は、個別系列を基準時のウエイトで総合する基準時固定加重算術平均法（ラ

  スパイレス算式）であり、次の算式で表される。 

 

 

総合指数＝                    ×100.0 
 
 

(５)  ウェイト 

    ウエイトは、生産指数については付加価値額ウエイト、出荷指数は出荷額ウエイト、

  在庫指数は在庫額ウエイトである。 

    ウエイトの算定にあたっては、「平成２８年経済センサス-活動調査」、「経済産業

省生産動態統計調査」等を基礎資料としている。 

    ウエイトの計算は、まず各業種別のウエイトを算定し、ついで品目別のウエイトを算

  定するが、この際、非採用品目のウエイトは原則として各業種ごとに採用品目にふくら

  ましを行い、なめし革・同製品・毛皮製造業の採用系列のない業種については製造工業

 全体にふくらましを行っている。 

 

(６)  季節調整 
  月次系列（原指数）には、自然的要因や制度的・社会的要因などから生ずる、１年を周

期とした季節的な変動が含まれている。このような季節変動を取り除くために、過去の系

列から季節変動のパターンを摘出し、これを季節指数として原指数の調整を行う。原指数

を季節指数で除して得られたものが季節調整済指数である。 

  季節指数の算出には、センサス局法X-12-ARIMAを採用している。 

 また、毎年１回、年間補正を行い、季節指数を更新し、前年の１月まで遡り季節調整済
指数の再算定を行っている。 

 

(７) 旧指数との接続 

  平成２７年基準指数は、平成２５年１月まで遡って計算した。 

  平成２４年以前の指数については、次式によって算出したリンク係数を用いて、新指数

と旧指数を接続させる。ただし、これは採用品目、ウエイト等の異なった指数を便宜的に
接続させるものであるため、大方の傾向を知ることはできるが、連続的な比較については

十分注意をすべきである。 

 

 

リンク係数＝ 
                  

                                                  

   

比較時数量 

基準時数量

量 

×基準時ウエイト の総和 

基準時ウエイトの総和 

平成27年基準指数の平成25年1月から3月までの平均指数 

平成22年基準指数の平成25年1月から3月までの平均指数 


